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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エンジンの排気通路に酸化機能を有する酸化触媒が配置され、且つエンジンの燃焼室内
に直接燃料を噴射する燃料噴射弁と、該燃料噴射弁から上記酸化触媒に対して未燃燃料を
供給するように、エンジン運転状態に基づき、該燃料噴射弁により噴射される燃料の噴射
量及び噴射時期を制御する噴射制御手段とを備えているエンジンの上記酸化触媒の活性度
を判定するエンジン用酸化触媒の活性判定装置において、
　上記酸化触媒の上流側の触媒温度に関連する温度を検出する温度検出手段と、
　該酸化触媒内を通過する排気ガスの排気ガス流速を推定する排気流速推定手段と、
　検出された温度と、推定された排気ガス流速と、エンジン膨張行程で噴射される燃料噴
射量と、その燃料噴射時期とに基づいて、上記酸化触媒の活性度を判定する判定手段とを
備え、
　上記判定手段は、上記検出された温度が高い程、上記酸化触媒の活性度が高いと判定し
、上記推定された排気ガス流速が大きくなる程、上記膨張行程で噴射される燃料噴射量が
多い程、また、該膨張行程での燃料噴射時期が遅角する程、上記酸化触媒の活性度が低い
と判定することを特徴とするエンジン用酸化触媒の活性判定装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、エンジンの排気通路に配置されたエンジン用酸化触媒の活性判定装置に関す
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るものである。
【０００２】
【従来の技術】
　一般的に、エンジンの排気通路には、酸化機能を有する酸化触媒を配置させており、触
媒反応により排気ガス中のＨＣ（炭化水素）、ＣＯ（一酸化炭素）を浄化している。
【０００３】
　また、酸化触媒は触媒反応により反応熱を発生させる性質があることから、酸化触媒を
排気ガス温度の昇温に利用することも行われている。
【０００４】
　例えば、エンジンの排気マニホールドの直ぐ下流に小型の酸化触媒を配置するとともに
、更にその下流に通常の三元触媒を配置し、エンジンの冷間始動時には酸化触媒に対して
未燃燃料を大量に供給することで、酸化触媒を早期に活性させ、これにより生じる酸化触
媒の反応熱を利用して下流の三元触媒の早期活性化を図ったりしている。
【０００５】
　また、例えば、ディーゼルエンジンやリーンバーンを実行可能な直噴ガソリンエンジン
の排気通路に、排気ガスを通過させながら微粒子を捕捉するセラミック製のパティキュレ
ートフィルタを配置することで、エンジンから排出され排気ガス中に含まれるカーボン粒
子等を捕捉している。この場合において、パティキュレートフィルタの上流に酸化触媒を
配置させ、酸化触媒の上流から未燃燃料を供給することで、酸化触媒の触媒の反応熱を利
用してパティキュレートフィルタの温度を昇温させ、これにより捕捉した微粒子を焼却除
去して、パティキュレートフィルタの捕捉能力を再生する技術も公知である。
【０００６】
　なお、こうした酸化触媒への未燃燃料の供給方法としては、エンジンの燃焼室内に指向
するよう燃料噴射弁を配置し該燃料噴射弁から燃焼室に直接燃料を噴射する所謂直噴エン
ジンにおいては、燃料の噴射時期や噴射量を制御することで、未燃燃料を供給する方法も
知られている。
【０００７】
　ところで、酸化触媒は、酸化触媒の活性状態が高い時には触媒反応を示すが、活性状態
が低い時には、触媒反応を示さないことが知られている。 従って、例えば、上述のよう
に酸化触媒の反応熱を利用した技術においては、仮に活性状態が低い時に未燃燃料の供給
等を行っても、触媒反応は殆ど生じないので触媒の反応熱の発生が促進されず、排気ガス
の昇温効果は殆ど得られない。
【０００８】
　そこで、この触媒反応の活性度を判定し、この活性度に応じてエンジンの運転を調整す
ることが必要となる。
【０００９】
　例えば、触媒の活性度の判定方法として、下記特許文献１には、触媒担体に直接取り付
けた温度センサにより検出した触媒担体の温度と、このような触媒温度の温度履歴から求
めた触媒の劣化度とに基づいて活性度判定したり、あるいは触媒の上流と下流とのＨＣ濃
度の変化から活性度を判定する技術が開示されている。
【００１０】
　また、この文献には、このような方法による触媒の活性度の判定により、活性度が低い
時には、エンジンからの排気ガス温度を昇温するように、ＥＧＲガス（排気還流ガス）の
温度を調整する技術も開示している。
【００１１】
【特許文献１】
　　特開２００１－２８０１２３号公報
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
　ところが、本発明に係る発明者らによる研究の結果、酸化触媒の活性度は、上記特許文
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献１のような触媒温度や触媒の劣化度、酸化触媒の上流と下流とのＨＣ濃度変化によって
も、より高い精度では判断することは不可能であり、酸化触媒の活性度は、これら以外の
他のファクタが大きく関連していることが判明した。
【００１３】
　発明者らは、このような他のファクターとして、１つは、触媒内を通過する排気ガス流
速であることを見出した。また、この場合、排気ガス流速単独により触媒の活性度を判定
するのではなく、触媒温度も同時に考慮して判定することが、活性度の判定をより高い精
度で行うために必要であることも見出した。
【００１４】
　また、所謂直噴エンジンにおいては、上記の他のファクターとして、未燃燃料供給のた
めに燃料噴射弁から噴射される燃料の噴射量及び噴射時期であることも見出した。直噴エ
ンジンでは、酸化触媒に未燃燃料を供給するために燃焼室内に直接燃料を供給しており、
燃料の噴射量及び噴射時期を制御することによって、未燃燃料の量や、未燃燃料と排気ガ
スとの混合性を制御しているが、こうして酸化触媒に供給された未燃燃料が、酸化触媒の
活性度に大きく影響を与えていることが判明した。
【００１５】
　しかしながら、従来、酸化触媒の活性度を判定する場合において、このように、酸化触
媒内を通過する排気ガス流速や、あるいは直噴エンジンの燃料噴射弁から酸化触媒に未燃
燃料を供給する際の燃料噴射量及び噴射時期に基づいて判定することは、全く知られてお
らず、精度の高い活性度判定することは不可能であった。
【００１６】
　本発明は、以上のような課題に勘案してなされたもので、その目的は、酸化触媒内を通
過する排気ガス流速、酸化触媒に未燃燃料を供給するための燃料噴射弁から噴射される燃
料噴射量及び噴射時期に基づいて、酸化触媒の活性度の判定を行うことで、こうした活性
度判定を精度良く行うことにある。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
　このような目的を達成するために、本発明においては、エンジンの排気通路に酸化機能
を有する酸化触媒が配置され、且つエンジンの燃焼室内に直接燃料を噴射する燃料噴射弁
と、該燃料噴射弁から上記酸化触媒に対して未燃燃料を供給するように、エンジン運転状
態に基づき、該燃料噴射弁により噴射される燃料の噴射量及び噴射時期を制御する噴射制
御手段とを備えているエンジンの上記酸化触媒の活性度を判定するエンジン用酸化触媒の
活性判定装置において、
　上記酸化触媒の上流側の触媒温度に関連する温度を検出する温度検出手段と、
　該酸化触媒内を通過する排気ガスの排気ガス流速を推定する排気流速推定手段と、
　検出された温度と、推定された排気ガス流速と、エンジン膨張行程で噴射される燃料噴
射量と、その燃料噴射時期とに基づいて、上記酸化触媒の活性度を判定する判定手段とを
備え、
　上記判定手段は、上記検出された温度が高い程、上記酸化触媒の活性度が高いと判定し
、上記推定された排気ガス流速が大きくなる程、上記膨張行程で噴射される燃料噴射量が
多い程、また、該膨張行程での燃料噴射時期が遅角する程、上記酸化触媒の活性度が低い
と判定することを特徴としている。
【００１８】
　通常、酸化触媒には触媒金属が含有されており、この触媒金属と排気ガスに含まれる排
気物質とが接近あるいは接触することで、排気物質の酸化が行われている。そして、排気
ガス流速が速い時と遅い時とでは、他の酸化触媒を取り巻く環境が同じ場合でも、酸化触
媒の活性度が異なることが、発明者らの研究によって判明した。
【００１９】
　この理由は、排気ガス流速が速い時は、触媒金属と排気物質との接触時間や接近時間が
短くなるため、ＨＣやＣＯ等の排気物質への酸化作用が抑制されることになり、その結果
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酸化触媒全体としての酸化も抑制されて活性度が低下すると考えられる。一方、排気ガス
流速が遅い時は、触媒金属と排気物質との接触時間や接近時間が比較的長く、排気物質へ
の酸化作用が促進されて、活性度が向上すると考えられる。
【００２０】
　そこで、本発明においては、触媒内を通過する排気ガス流速にも基づいて、酸化触媒の
活性度を判定することで、これにより高い精度で活性度を判定できる。しかも、酸化触媒
上流側の触媒温度に関連する温度も考慮して判定し、より正確に活性度判定することが可
能となる。
【００２１】
　また、燃焼室内に対し、直接燃料を噴射する燃料噴射弁を設け、エンジンの気筒が膨張
行程にある時に、燃料噴射弁から排気通路の酸化触媒に未燃燃料を供給するよう燃料噴射
する場合においては、燃料の噴射量や噴射時期の制御により、未燃燃料の供給量などの供
給状態を調整している。
【００２２】
　この場合、未燃燃料の供給用として噴射される燃料の噴射量が多いほど、あるいは噴射
時期が遅いほど、未燃燃料と排気ガスとの混合性（気化性、ミキシング性）が抑制される
ため、この影響を受けて、他の酸化触媒を取り巻く環境が同じ状態でも、噴射量が多い時
と少ない時、あるいは噴射時期が遅い時（遅角側）と早い時（進角側）とで、それぞれ酸
化触媒全体としての活性度が異なることが、発明者らの研究によって判明した。
【００２３】
　この理由は、噴射量が多いほど、あるいは、噴射時期が遅いほど、未燃燃料の混合性が
抑制されて、酸化触媒全体における触媒の酸化反応が活発に行われず、反応熱が抑制され
ため、こうして、酸化触媒内部において昇温が局所的に抑制される結果、酸化触媒全体と
しては活性度の上昇が緩やかに行われると考えられる。一方、噴射量が少ないほど、ある
いは、噴射時期が早いほど、未燃燃料の混合性が高まり、酸化触媒との反応が促進して、
酸化触媒内部全体の昇温が図られ、酸化触媒全体として活性度の増大が速やかに行われる
と考えられる。
【００２４】
　そこで、本発明においては、酸化触媒内を通過する排気ガスの流速及び酸化触媒上流側
の触媒温度に関連する温度だけでなく、これに加えて、上記の噴射量及び噴射時期にも基
づいて触媒の活性度を判定している。従って、燃料噴射弁から酸化触媒に未燃燃料を供給
する場合においても、正確に酸化触媒の活性度を判定できる。
【００２５】
　上記排気流速推定手段は、吸気量検出手段により検出された燃焼室内に流入する吸入空
気量と、上記噴射制御手段により噴射される燃料の上記噴射量と、検出された温度とに基
づき、排気ガス流速を推定するものとすることができる。
【００２６】
　このような構成により、排気ガス流速は、燃焼室内に吸入する吸入空気量と、燃料噴射
量と、検出された酸化触媒上流側の触媒温度に関連する温度とに基づいて、精度良く推定
できるため、排気ガス流速を直接検出するためのセンサを、排気通路に配置しなくても、
安価で且つ正確に、酸化触媒の活性度を判定できる。しかも、吸入空気量は、吸気量検出
手段により検出された実測値であるため、より正確に排気ガス流量を推定して活性度の判
定精度を向上できる。
【００２７】
　そうして、例えば上記酸化触媒を有して排気ガス中に含まれる排気物質を浄化する浄化
部を排気通路に設けるケースにおいて、上記判定された該酸化触媒の活性度に基づいて、
上記浄化部に未燃燃料を供給して該浄化部の温度を昇温させるように、上記燃料噴射弁に
より噴射される燃料の噴射量及び噴射時期の内、少なくとも一方を制御するようにするこ
とができる。
【００２８】
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　なお、排気物質とは、排気ガス中のＨＣ、ＣＯ等のガスや、微粒子の１種であるカーボ
ン粒子等を示すものである。
【００２９】
　このように正確な活性度を把握して、その後の未燃燃料の供給における燃料の噴射量及
び噴射時期の内少なくとも一方を制御するので、例えば、酸化触媒の活性度を正確に判定
することができないことに起因して、酸化触媒の現在の活性状態に対し、過剰な未燃燃料
が供給されて浄化部の温度が異常な程に高温化し、浄化部を破損するといった不具合や、
未燃燃料が少なすぎて浄化部の昇温性能が悪化するといった不具合を生じることなく、浄
化部の温度を適切に昇温させることが可能となる。延いては、排気浄化性能の向上が図れ
る。
【００３０】
　上記浄化部は、酸化触媒と、該酸化触媒の下流に配置され、排気ガス中の排気微粒子を
捕捉可能なパティキュレートフィルタとから成るようにし、上記噴射制御手段は、該酸化
触媒に対して未燃燃料を供給することにより、該パティキュレートフィルタの温度が、捕
捉された排気微粒子を焼却除去可能な高温となるように、燃料の噴射量及び噴射時期の内
、少なくとも一方を制御するものとすることができる。
【００３１】
　排気通路に酸化触媒と、その下流にパティキュレートフィルタを配置して、酸化触媒の
高温化により下流のパティキュレートフィルタの高温化を図る場合、パティキュレートフ
ィルタにより捕捉された排気微粒子を焼却除去するためには、多量の未燃燃料を酸化触媒
に供給する必要がある。このような多量の未燃燃料を供給する際には、酸化触媒の活性度
の正確な判断の基、未燃燃料の供給量の制御を精度良く行わないと、例えば過剰の未燃燃
料が供給されることで浄化部の温度が異常な程に高温化して浄化部を破損するといった不
具合や、未燃燃料が少なすぎて浄化部の昇温性能が悪化するといった不具合が、より顕著
に生じやすい。
【００３２】
　これに対して、噴射制御手段は、酸化触媒に対して未燃燃料を供給する際に、該パティ
キュレートフィルタの温度が捕捉した排気微粒子を焼却除去可能な程高温となるように、
噴射量及び噴射時期の内、少なくとも一方を制御するので、上述のような不具合の発生を
防止して、パティキュレートフィルタの温度を的確に昇温させることができ、排気微粒子
の焼却除去性の向上が可能となる。
【００３３】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００３４】
　（全体構成）
　図１は本発明の実施形態に係るエンジンの排気浄化装置Ａの一例を示し、１は車両に搭
載されたディーゼルエンジンである。このエンジン１は複数の気筒（シリンダ）２，２，
…（１つのみ図示する）を有し、その各気筒２内に往復動可能にピストン３が嵌挿されて
いて、このピストン３により気筒２内に燃焼室４が区画されている。また、燃焼室４の天
井部にはインジェクタ５（燃料噴射弁）が配設されていて、その先端部の噴口から高圧の
燃料を燃焼室４に直接、噴射するようになっている。
【００３５】
　一方、各気筒２毎のインジェクタ５の基端部は、それぞれ分岐管６ａ，６ａ，…（１つ
のみ図示する）により共通の燃料分配管６（コモンレール）に接続されている。このコモ
ンレール６は、燃料供給管８により高圧供給ポンプ９に接続されていて、該高圧供給ポン
プ９から供給される燃料を前記インジェクタ５，５，…に任意のタイミングで供給できる
ように高圧の状態で蓄えるものであり、その内部の燃圧（コモンレール圧力）を検出する
ための燃圧センサ７が配設されている。
【００３６】



(6) JP 4140397 B2 2008.8.27

10

20

30

40

50

　前記高圧供給ポンプ９は、図示しない燃料供給系に接続されるとともに、歯付ベルト等
によりクランク軸１０に駆動連結されていて、燃料をコモンレール６に圧送するとともに
、その燃料の一部を電磁弁を介して燃料供給系に戻すことにより、コモンレール６への燃
料の供給量を調節するようになっている。この電磁弁の開度が前記燃圧センサ７による検
出値に応じてＥＣＵ４０（後述）により制御されることによって、燃圧がエンジン１の運
転状態に対応する所定値に制御される。
【００３７】
　また、エンジン１の上部には、図示しないが、吸気弁及び排気弁をそれぞれ開閉させる
動弁機構が配設されており、一方、エンジン１の下部には、クランク軸１０の回転角度を
検出するクランク角センサ１１と、冷却水の温度を検出するエンジン水温センサ１３とが
設けられている。前記クランク角センサ１１は、詳細は図示しないが、クランク軸端に設
けた被検出用プレートとその外周に相対向するように配置した電磁ピックアップとからな
り、前記被検出用プレートの外周部全周に亘って等間隔に形成された突起部が通過する度
に、パルス信号を出力するものである。
【００３８】
　エンジン１の一側（図の右側）の側面には、各気筒２の燃焼室４に対しエアクリーナ１
５で濾過した空気（新気）を供給するための吸気通路１６が接続されている。この吸気通
路１６の下流端部にはサージタンク１７が設けられ、このサージタンク１７から分岐した
各通路がそれぞれ吸気ポートにより各気筒２の燃焼室４に連通しているとともに、サージ
タンク１７には吸気の圧力状態を検出する吸気圧センサ１８が設けられている。
【００３９】
　また、前記吸気通路１６には、上流側から下流側に向かって順に、外部からエンジン１
に吸入される空気の流量を検出するホットフィルム式エアフローセンサ１９と、後述のタ
ービン２７により駆動されて吸気を圧縮するコンプレッサ２０と、このコンプレッサ２０
により圧縮した吸気を冷却するインタークーラ２１と、バタフライバルブからなる吸気絞
り弁２２とが設けられている。この吸気絞り弁２２は、弁軸がステッピングモータ２３に
より回動されて、全閉から全開までの間の任意の状態とされるものであり、全閉状態でも
吸気絞り弁２２と吸気通路１６の周壁との間には空気が流入するだけの間隙が残るように
構成されている。
【００４０】
　一方、エンジン１の反対側（図の左側）の側面には、各気筒２の燃焼室４からそれぞれ
燃焼ガス（排気）を排出するように、排気通路２６が接続されている。この排気通路２６
の上流端部は各気筒２毎に分岐して、それぞれ排気ポートにより燃焼室４に連通する排気
マニホルドであり、該排気マニホルドよりも下流の排気通路２６には上流側から下流側に
向かって順に、排気中の酸素濃度を検出するリニアＯ２センサ２９と、排気流を受けて回
転されるタービン２７と、排気中の有害成分（ＨＣ、ＣＯ等）を酸化可能な酸化触媒２８
ａと、その下流には燃焼室から排出されるカーボンなどの微粒子を捕捉可能なフィルタ２
８ｂが配設されている。
【００４１】
　酸化触媒２８ａは、多孔質のセラミック製ハニカム担体のセル表面にＰｔなどの貴金属
を担持する触媒層をコートした一般的なものであるが、特に酸化性能が優れるよう触媒成
分が調整されている。また、フィルタ２８ｂは多孔質のセラミックス製で、ハニカムの隣
合うセルの内、一方のセルが上流端部で、他方のセルが下流端部で目封じされた一般的な
ディーゼル・パティキュレート・フィルタで、そのセル表面にはＰｔなどの貴金属を担持
した触媒層をコートさせている。この触媒金属の反応熱により昇温性能の向上を図ってい
る。
【００４２】
　尚、フィルタ２８ｂには、触媒金属を担持させなくても良いし、反対に、触媒層に貴金
属に加えて更にＮＯｘ吸収能力を併合させるためアルカリ金属やアルカリ土類金属などを
含有させてもよい。



(7) JP 4140397 B2 2008.8.27

10

20

30

40

50

【００４３】
　また、これらの酸化触媒２８ａとフィルタ２８ｂとは離間してそれぞれ上流下流に配置
されるが、その距離は酸化触媒２８ａ内で主に酸化反応により発生する温度が流通する排
気ガスを介してフィルタ２８ｂに伝達することが可能な程度に維持される。
【００４４】
　前記タービン２７と吸気通路１６のコンプレッサ２０とからなるターボ過給機３０は、
可動式のフラップ３１，３１，…によりタービン２７への排気の通路断面積を変化させる
ようにした可変ターボ（以下ＶＧＴという）であり、前記フラップ３１，３１，…は各々
、図示しないリンク機構を介してダイヤフラム３２に駆動連結されていて、そのダイヤフ
ラム３２に作用する負圧の大きさが負圧制御用の電磁弁３３により調節されることで、該
フラップ３１，３１，…の回動位置が調節されるようになっている。
【００４５】
　前記排気通路２６には、タービン２７よりも排気上流側の部位に臨んで開口するように
、排気の一部を吸気側に還流させるための排気還流通路（以下ＥＧＲ通路という）３４の
上流端が接続されている。このＥＧＲ通路３４の下流端は吸気絞り弁２２及びサージタン
ク１７の間の吸気通路１６に接続されていて、排気通路２６から取り出された排気の一部
を吸気通路１６に還流させるようになっている。また、ＥＧＲ通路３４の途中には、その
内部を流通する排気を冷却するためのＥＧＲクーラ３７と、開度調節可能な排気還流量調
節弁（以下ＥＧＲ弁という）３５とが配置されている。このＥＧＲ弁３５は負圧応動式の
ものであり、前記ＶＧＴ３０のフラップ３１，３１，…と同様に、ダイヤフラムへの負圧
の大きさが電磁弁３６によって調節されることにより、ＥＧＲ通路３４の断面積をリニア
に調節して、吸気通路１６に還流される排気の流量を調節するものである。尚、前記ＥＧ
Ｒクーラ３７はなくてもよい。
【００４６】
　そして、前記各インジェクタ５、高圧供給ポンプ９、吸気絞り弁２２、ＶＧＴ３０、Ｅ
ＧＲ弁３５等は、いずれもコントロールユニット（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｃｏｎｔｒｏ
ｌ Ｕｎｉｔ：以下ＥＣＵという）４０からの制御信号を受けて作動する。一方、このＥ
ＣＵ４０には、前記燃圧センサ７、クランク角センサ１１、エンジン水温センサ１３、吸
気圧センサ１８、エアフローセンサ１９、リニアＯ２センサ２９等からの出力信号がそれ
ぞれ入力され、さらに、図示しないアクセルペダルの踏み操作量（アクセル開度）を検出
するアクセル開度センサ３９からの出力信号が入力される。
【００４７】
　なお、酸化触媒２８ａの上流には、酸化触媒２８ａの温度や、あるいはフィルタ２８ｂ
の温度を推定するための排気ガス温度センサ４１が配置されている。一方フィルタ２８ｂ
の上流側の排気通路２６内、好ましくはフィルタ２８ｂと酸化触媒２８ａとの間には、フ
ィルタ２８ｂの上流側排気圧力を検出するためのフィルタ上流圧力センサ４２が配置され
、フィルタ２８ｂの下流側の排気通路２６にはフィルタ下流圧力センサ４３が配置されて
いる。そして、ＥＣＵ４０には、更にこれら排気ガス温度センサ４１の出力信号、フィル
タ上流圧力センサ４２の出力信号、及びフィルタ下流圧力センサ４３の出力信号が入力さ
れる。
【００４８】
　（燃料噴射制御）
　次に、本実施形態の燃料噴射制御について説明する。
【００４９】
　ＥＣＵ４０は、入力されたアクセル開度センサ３９から入力された信号からアクセル開
度量（エンジン負荷）を算出し、クランク角センサ１１から入力された信号からエンジン
回転数を算出し、これらを噴射制御部（図示せず）に出力して、基本的にこれらエンジン
負荷及びエンジン回転数に基づいて主噴射Ｍおよびフィルタ２８ｂ再生用の追加噴射とし
ての膨張行程噴射Ｆ１が制御される。
【００５０】
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　なお、フィルタ２８ｂの再生時には、ＥＧＲ弁３５はＥＣＵ４０により閉成され、追加
噴射による排気浄化制御が的確に実行できるようにしている。
【００５１】
　図２のＳ１に示すように主噴射Ｍとは、各気筒毎、圧縮行程上死点付近でインジェクタ
５により行われる燃料噴射で、この噴射により噴射された燃料は、ピストン位置が上昇し
て燃焼室内の圧力が極めて高圧の状態で噴射されるので、自己着火して主燃焼が行われる
こととなる。また、この主噴射Ｍによる噴射量は、乗員等による要求出力が得られるよう
に、この出力に相当するトルク（要求トルク）に基づいて予め設定されている。なお、図
２のＳ１は、インジェクタ５の針弁（図示せず）の作動状態を示すタイミングチャート図
である。
【００５２】
　具体的には、ＥＣＵ４０には、エンジン回転数が高回転である程、且つアクセル開度量
が大きい程、主噴射量が増量されるよう設定された主噴射量マップ（図示せず）、及びエ
ンジン回転数とアクセル開度量に基づいて主噴射Ｍの実行時期を設定した主噴射時期マッ
プ（図示せず）が記憶されており、エンジン回転数及びアクセル開度量に基づいて、主噴
射量、及び噴射時期が設定される。
【００５３】
　なお、主噴射Ｍの形態は、このような１回の噴射に限らず、圧縮行程上死点より少し前
に一時的に行う所謂パイロット噴射と圧縮行程上死点付近での主噴射との組み合わせや、
圧縮行程上死点付近で実行される主噴射Ｍ自体を微少な休止間隔（略１ｍｓ以下）を挟ん
で多段に分割噴射するものであってもよい。
【００５４】
　ディーゼルエンジンの運転中は、排気ガス中に微粒子が含まれるため、これを捕捉する
ためにフィルタ２８ｂが配置される。ところで、通常のディーゼル燃焼では１５０℃から
３００℃までの比較的低温であり、このような低温では捕捉された微粒子は燃焼して焼却
され難い。一般に煤の焼却除去の際には５００℃以上の高温を数分間維持する必要がある
ためフィルタ２８ｂの排気上流の近接した位置に酸化触媒２８ａを配置するとともにフィ
ルタ２８ｂ自体に酸化触媒金属を塗布している。そして、フィルタ２８ｂの上流と下流と
の排気圧力の差が所定値以上の時にはフィルタ２８ｂに捕捉された微粒子が多くなり、こ
れら微粒子の強制的な焼却除去が必要であると判断して、インジェクタ５からこれら酸化
触媒２８ａやフィルタ２８ｂに向けて主噴射とは別の追加噴射を実行して、燃料供給によ
る高温維持を行い、フィルタ２８ｂの再生処理を図っている。なお、微粒子の焼却除去を
実行するには、かなりな高温を継続的に維持する必要があるため、低回転、あるいは低負
荷領域、及び中回転、中負荷領域では、追加噴射量は必然的に主噴射量よりも１．５から
４倍ほど多くなるよう設定されている。
【００５５】
　本実施形態のおいては、追加噴射として、図２のＳ１に示すように、膨張行程期間中で
主噴射Ｍの噴射完了後、膨張行程噴射Ｆ１を実行する。
【００５６】
　この膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期を主噴射Ｍの噴射時期側に進角させて膨張行程初期の
時期に設定したり、あるいは膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期はそのままで主噴射Ｍの噴射時
期を遅角させた時には（主噴射Ｍの噴射時期と、膨張行程行程噴射Ｆ１の噴射時期との期
間を短くさせた時）、噴射された燃料の多くが主噴射Ｍに起因する主燃焼の影響を受けて
同時に燃焼するため、酸化触媒２８ａへの未燃燃料の供給量は減少する。しかし、この時
に供給される未燃燃料は、燃焼室内温度や圧力が高い状態で噴射された燃料に起因するも
のであるため、排気ガスとの高い混合性を有しており、後述するように触媒の活性化率を
向上できる。また、この時、燃焼室４から排気されて酸化触媒２８ａに供給される排気ガ
ス温度自体の昇温も促進される。
【００５７】
　反対に、膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期を遅角させて、膨張行程中期付近に設定した時に
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は（主噴射Ｍの噴射時期と、膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期との期間を長くさせた時）、噴
射された燃料は殆ど主燃焼により燃焼されることがなくなるので、酸化触媒２８ａへの未
燃燃料の供給量は増量する。また、この時に供給される未燃燃料は、燃焼室内温度や圧力
が低い状態で噴射された燃料に起因するものであるため、混合性は、膨張行程噴射Ｆ１を
膨張行程初期で噴射したとき程ではないが、比較的高い状態にある。
【００５８】
　なお、この時は、酸化触媒２８ａに供給される排気ガス温度の昇温効果は抑制された状
態であるが、その場合、後述するように或る程度混合性の高い未燃燃料が酸化触媒２８ａ
に付着するため、酸化触媒２８ａの活性化率を向上できる。そして、酸化触媒２８ａの活
性化率が高い状態になれば、酸化触媒２８ａに付着した未燃燃料よる高い反応熱が発生し
て、その下流のフィルタ２８ｂを積極的に昇温させることになる。
【００５９】
　また、膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期を大きく遅角させて、膨張行程後期に設定した場合
、混合性が極めて低い未燃燃料が多量に酸化触媒２８ａに供給されることになり、後述す
るように、こうした未燃燃料が多量に酸化触媒２８ａに付着しても酸化触媒２８ａの活性
は一応は向上するがそれ程大きくは促進されない。また、この時は排気ガスの昇温も殆ど
期待できない。
【００６０】
　なお、詳細には膨張行程噴射Ｆ１の噴射の開始時期は、主噴射Ｍの噴射実行終了から圧
縮行程上死点後（ＡＴＤＣ）０°から１３０°の間、より好ましくはＡＴＤＣ１０°から
１００°ぐらいの間で、運転状態に応じて設定された所定の許容範囲期間（図示せず）の
特定時期に設定される。この所定の許容範囲期間とは、エンジン回転数が低回転でエンジ
ン負荷が低負荷の場合は進角側の範囲で、高回転・高負荷の場合は遅角側の範囲で設定さ
れるている。
【００６１】
　（酸化触媒の活性判定制御）
　次に、本実施形態の酸化触媒の活性判定制御について説明する。
【００６２】
　ＥＣＵ４０は、エアフローセンサ１９により入力された信号から吸入空気量を算出し、
排気ガス温センサ４１から入力された信号から酸化触媒２８ａの上流（入口直前）の排気
ガスの温度を算出している。フィルタ２８ｂに捕捉された微粒子が多く、フィルタ２８ｂ
の再生処理が行われている時には、先ずは、以下のようにして、排気ガス流速を推定する
。これは、こうして検出された吸入空気量と排気ガス温度、及び上述の未燃燃料供給用の
追加噴射である膨張行程噴射Ｆ１の噴射量とに基づいて行われる。
【００６３】
　この理由は、排気ガス流量が、燃焼室４内に供給された吸入空気量と燃料噴射量とによ
り決まるためで、燃料噴射量として、更に主噴射Ｍの噴射量を考慮すれば、より推定精度
が向上する。
【００６４】
　次に、検出された酸化触媒上流の排気ガス温度である触媒温度の実測値Ｔｏと、先程求
めた排気ガス流量とに基づいて、酸化触媒２８ａの活性化率（単位は％。特許請求の範囲
の欄に記載の発明の「活性度」に相当するもので、活性化率が５０％とは、流入する排気
物質量に対し流出した排気物質量が半減したことを意味する）を算出する。
【００６５】
　酸化触媒内を通過する排気ガスの排気ガス流速と酸化触媒２８ａの活性化率とは大きく
関連している。具体的には、排気ガス流速が速い時は、酸化触媒２８ａに担持された触媒
金属と排気物質（例えばＨＣ、ＣＯなどの還元剤）との接触時間や接近時間が短くなるた
め、排気物質への酸化作用が抑制されることになり、その結果酸化触媒全体としての酸化
も抑制されるので、活性化率が低下すると考えられる。一方、排気ガス流速が遅い時は、
触媒金属と排気物質との接触時間や接近時間が比較的長く、排気物質への酸化作用が促進
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されるために、活性度が向上すると考えられる。しかも、排気ガス温度が高いと活性度が
向上することも判明しており、そこで本実施形態では、排気ガス流速と、酸化触媒２８ａ
上流の排気ガス温度、つまり触媒温度の実測値Ｔｏとの２元の制御マップを備えており、
このマップから、酸化触媒２８ａの活性化率を決定している。
【００６６】
　図３を参照して、このマップを説明する。
【００６７】
　マップは、横軸に活性化率、縦軸に実測値である触媒温度Ｔｏを設定しており、排気ガ
ス流速が同じであれば（例えば、Ｍａライン上）、触媒温度Ｔｏが上昇する程、活性化率
は高くなるように設定されている。
【００６８】
　同じ触媒温度でも、排気ガス流速が大きくなる程、活性化率は低くなるように設定され
ており、例えば、触媒温度がＴｏｘの場合、排気ガス流速が小さいＭａの時の活性化率は
ＡＣ３と高く、同じ触媒温度で、排気ガス流速が中程度のＭｂの場合、活性化率はＡＣ２
と中程度となり、同じ触媒温度で、排気ガス流速が大きいＭｃの場合、活性化率はＡＣ１
と小さい値になる。
【００６９】
　なお、Ｍａ、Ｍｂ、Ｍｃは、排気ガス流速がそれぞれ特定の値のときで、後述の温度補
正量に補正がなされていない場合におけるマップ上の基準ラインを示している。
【００７０】
　なお、マップの様式は、図３のものには限らない。
【００７１】
　次に、上述した排気ガス温度に対する温度補正量について説明する。
【００７２】
　温度補正量は、未燃燃料を供給する膨張行程噴射Ｆ１の噴射量と、噴射時期とに基づい
て決定している。
【００７３】
　これは、未燃燃料の供給用として噴射される膨張行程噴射Ｆ１の噴射量が多いほど、あ
るいは噴射時期が遅いほど、排気ガスに対する未燃燃料の混合性（気化性、ミキシング性
）が抑制されるためためである。この影響を受けて、他の酸化触媒を取り巻く環境が同じ
状態でも、噴射量が多い時と少ない時、あるいは噴射時期が遅い時（遅角側）と早い時（
進角側）とでは、それぞれ酸化触媒全体としての活性度が異なる結果となる。
【００７４】
　具体的には、膨張行程噴射Ｆ１の噴射量が多いほど、あるいは、噴射時期が遅いほど、
未燃燃料と排気ガスとの混合性が抑制されて、これにより酸化触媒と未燃燃料との反応が
抑えられ、触媒の酸化反応に伴う反応熱が抑制される。こうして、酸化触媒内部において
昇温が局所的に抑制される結果、酸化触媒全体としては活性度の上昇が緩やかに行われる
と考えられる。
【００７５】
　一方、膨張行程噴射Ｆ１の噴射量が少ないほど、あるいは、噴射時期が早いほど、未燃
燃料と排気ガスとの混合性が高まり、酸化触媒と未燃燃料との反応が促進して、酸化触媒
内部全体の昇温が図られ、酸化触媒全体として活性度の増大が速やかに行われると考えら
れる。
【００７６】
　そこで、そこで本実施形態では、膨張行程噴射Ｆ１における噴射時期と噴射量との２元
の制御マップを備えており、このマップにより決定された温度補正量に基づき、図３のマ
ップ上の基準ラインＭａ、Ｍｂ、Ｍｃなどを補正して上述のように活性化率を求めている
。マップは、図４に示すように、横軸に噴射時期、縦軸に噴射量を設定するもので、噴射
時期が遅角側に設定される程、あるいは噴射量が多い程、温度補正量Ｔｃは大きく成る様
に設定されている。
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【００７７】
　このようにして温度補正量Ｔｃが決定されると、図３の基準ラインに対して一律に温度
補正量Ｔｃを加算して、補正ライン（例えば、Ｍｂｍ）を求め、この補正ラインにより図
３のマップに基づいて、活性化率を決定することになる。
【００７８】
　具体的には、推定された排気ガス流速が所定値で、図３によりマップ上の基準ラインＭ
ｂが選択された場合において、噴射時期が進角側で且つ噴射量が少ないために図４に基づ
いて温度補正量Ｔｃとして「０」が設定された時には、基準ラインＭｂは変更されないた
め、この時排気ガス温度の実測値がＴｏｘであれば、活性化率はＡＣ２となる。しかし、
噴射時期が遅角側で且つ噴射量が大きい場合で、図４に基づき温度補正量Ｔｃとして、比
較的大きい値「Ｔｃｘ」が設定された時には、図３のマップ上の基準ラインＭｂは一律に
Ｔｃｘ（℃）分上昇されることになり補正ラインＭｂｍが設定される。この補正ラインＭ
ｂｍにより、この時の排気ガス温度の実測値ＴｏがＴｏｘであれば、活性化率はＡＣ２ｍ
（＜ＡＣ２）となる。
【００７９】
　こうして、膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期が遅角側ほど、あるいは噴射量が多いほど、酸
化触媒に流入する排気ガス温度の実測値が同じでも、活性化率が低くなるように設定され
る。
【００８０】
　次に、本実施形態における酸化触媒２８ａの活性化判定の制御フローチャートについて
図５を参照しながら説明する。
【００８１】
　図５において、例えば所定時間毎スタートした後、ステップＳＡ１、ステップＳＡ２に
て、それぞれエアフローセンサ１９により吸入空気量、排気ガス温度センサ４１により排
気ガス温度を検出する。次にステップＳＡ３で、現時点の直前あるいは現時点より微少な
所定時間前に噴射され、現時点の酸化触媒２８ａの活性度に影響を与える膨張行程噴射Ｆ
１の噴射量と噴射時期とを、これらを記憶した記憶部から読込む。次に、ステップＳＡ４
で、検出した吸入空気量、検出した排気ガス温度及び膨張行程噴射Ｆ１の噴射量とに基づ
いて、排気ガス流速を推定する。この時、主噴射量に基づいて排気ガス流速を推定しても
よい。次に、ステップＳＡ５で、上述の図４のマップにより、膨張行程噴射Ｆ１の噴射量
と噴射時期とから温度補正量Ｔｃを算出してステップＳＡ６に進む。ステップＳＡ６にお
いては、推定した排気ガス流速に基づいて図３のマップ上の基準ラインを選定し、温度補
正量Ｔｃに基づいてこの基準ラインを上述のように補正し、補正ラインを設定する。次に
ステップＳＡ７では、図３のマップ上の補正ラインに基づいて、排気ガス温度の実測値か
ら触媒活性化率を決定する。
【００８２】
　次に、膨張行程噴射Ｆ１の噴射制御の制御フローチャートについて、図６を参照して説
明する。
【００８３】
　図６の制御フローチャートにおいて、例えばクランク角の所定角度毎にスタートした後
、ステップＳＢ１にてエンジン回転数、エンジン負荷を検出してステップＳＢ２に進み、
ステップＳＢ２では排気ガス温度センサ４１により酸化触媒２８ａ上流の排気ガス温度を
検出する。その後進んだステップＳＢ３にて、上流圧力センサ４２と下流圧力センサ４３
とにより検出された圧力の差圧からフィルタ２８ｂに捕捉された微粒子の量を推定する。
これは、差圧が大きい程微粒子の捕捉量が大と推定するもので、次のステップＳＢ４では
、推定した微粒子の捕捉量が所定値以上の時は、捕捉された微粒子を焼却してフィルタ２
８ｂを再生する必要があると判断しステップＳＢ５に進む。一方ステップＳＢ４で捕捉量
が所定値以下の時は、フィルタ２８ｂを再生するほど微粒子が溜まっていないと判断して
ステップＳＢ１に戻る。ステップＳＢ５では、膨張行程噴射Ｆ１の噴射時期マップ（図示
せず）、噴射量マップ（図示せず）により噴射時期、噴射量を設定し、ステップＳＢ６に
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進む。
【００８４】
　なお、この噴射時期マップ、噴射量マップは、それぞれエンジン回転数、エンジン負荷
、及び図５で求めた酸化触媒２８ａの活性化率に応じて、噴射時期及び噴射量を設定して
いる。具体的には高回転程、高負荷程、及び酸化触媒２８ａの活性化度が高い程、噴射時
期は遅角側に設定される。この理由は、このような状態では主噴射の燃焼だけで既に排気
ガス温度が高いので、酸化触媒２８ａに流入する排気ガス温度を昇温させるよりも寧ろ未
燃燃料を増量した方がフィルタ２８ｂを高温化できるためである。
【００８５】
　また、高回転程、高負荷程、及び酸化触媒２８ａの活性化率が高い程、噴射量は減量設
定される。これは、この状態では既に排気ガス温度が高く、必要以上に噴射量を増量する
と燃費が悪化したり、あるいは未燃燃料の大量供給によりフィルタ２８ｂが異常な程高温
化して溶損したり、あるいは噴射量が過剰で一部の燃料がフィルタ２８ｂを通過して浄化
されないまま大気放出してエミッションが悪化するといった不具合が発生するのでこれを
防止するためである。
【００８６】
　一方、低回転程、低負荷程、及び酸化触媒２８ａの活性化度が低い程、噴射時期は進角
側に設定される。この理由は、このような状態では主噴射の燃焼だけでは排気ガス温度が
低く、未燃燃焼を供給してフィルタ２８ｂを昇温させるよりも寧ろ酸化触媒２８ａをより
活性化させるために排気ガス温度の昇温を図り、余分な燃料を追加噴射することなく効率
よく追加噴射を実行するためである。
【００８７】
　また、低回転程、低負荷程、及び酸化触媒２８ａの活性化度が低い程、噴射量は増量す
る。これも、効率よく追加噴射を行って排気ガス温度の昇温を的確に図るのが目的である
。
【００８８】
　ステップＳＢ６では、このようにしてステップＳＢ５で設定された膨張行程噴射Ｆ１を
、検出されたクランク角が、設定された噴射時期となった時に実行して、ステップＳＢ１
に戻る。
【００８９】
　このような実施形態により、酸化触媒２８ａの活性化率を高い精度で推定することがで
き、このような正確な活性化率に基づいて、膨張行程噴射Ｆ１の噴射量及び噴射時期を設
定して噴射実行するので、酸化触媒２８ａへの未燃燃料の過剰供給や供給不足を防止して
適切且つ効率的にフィルタ２８ｂの温度を高温化することができ、これによりフィルタ２
８ｂに捕捉された微粒子の焼却除去の性能が向上し、結果的に、フィルタ２８ｂの再生性
能の向上を図ることが可能となる。
【００９０】
　（他の実施形態）
　なお、本発明の実施形態においては、フィルタ２８ｂの再生時において、上述のように
酸化触媒２８ｂの活性化率を推定してこれに基づく追加噴射の制御を行ったが、排気浄化
装置は、フィルタ２８ｂに限定されるものではなく、三元触媒やＨＣトラップ触媒、ＮＯ
ｘトラップ触媒などの通常の触媒装置であってもよく、これらの昇温などのために、追加
噴射するものであっても良い。
【００９１】
　この場合、これらの通常の触媒装置は、それ自体で酸化触媒機能を有すので、これらの
触媒装置上流に酸化触媒がなくても良い。
【００９２】
　また、本発明の実施形態においては、主噴射Ｍは圧縮行程上死点付近で実行したが、こ
れに限らず、主噴射Ｍは、圧縮行程上死点付近とそれより進角側の吸気行程から圧縮行程
に架けて複数回燃料噴射するものであってもよいし、圧縮行程上死点付近では噴射せずに
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、それより進角側の吸気行程から圧縮行程に架けて噴射するものであっても良い。
【００９３】
　また、本発明の実施形態においては、酸化触媒２８ａの活性化率を判定後、これに基づ
いて膨張行程噴射Ｆ１の噴射量及び噴射時期を制御したが、どちらか一方のみを制御する
ようにしても良い。
【００９４】
　また、本発明の実施形態においては、追加噴射は膨張行程噴射Ｆ１の１回のみとしたが
、膨張行程から排気行程に架けて１回、あるいは複数回で、噴射実行するものであっても
よい。
【００９５】
　また、本実施形態においては、酸化触媒２８ａの上流側の排気ガス温度を検出している
が、これに限らず、酸化触媒２８ａの上流部に直接配置した温度センサにより酸化触媒温
度を検出してもよい。
【００９６】
　また、エンジン１は、直噴ガソリンエンジンであっても構わない。
【００９７】
【発明の効果】
　以上説明したように、本発明においては、酸化触媒の上流側の触媒温度に関連する検出
された温度が高い程、上記酸化触媒の活性度が高いと判定し、上記酸化触媒内を通過する
推定された排気ガス流速が大きくなる程、膨張行程で噴射される燃料噴射量が多い程、ま
た、該膨張行程での燃料噴射時期が遅角する程、上記酸化触媒の活性度が低いと判定する
から、その判定精度が高くなる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係るエンジンの排気浄化装置を示す全体構成図。
【図２】インジェクタ５による噴射作動の様子を模式的に示す説明図。
【図３】活性化率を求めるマップを示す説明図。
【図４】温度補正量を求めるマップを示す説明図。
【図５】酸化触媒の活性度判定の制御手順を示すフローチャート図。
【図６】追加噴射制御の制御手順を示すフローチャート図。
【符号の説明】
２：気筒（シリンダ）
４：燃焼室
５：インジェクタ（燃料噴射弁）
１９：エアフローセンサ（吸入空気量検出手段）
２８ａ：酸化触媒（浄化部）
２８ｂ：フィルタ（浄化部）
４１：排気ガス温度センサ（温度検出手段）
Ｆ１：膨張行程噴射



(14) JP 4140397 B2 2008.8.27

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(15) JP 4140397 B2 2008.8.27

【図６】



(16) JP 4140397 B2 2008.8.27

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   　　　　                                Ｆ０２Ｄ  41/04    ３８５Ｍ          　　　　　

(74)代理人  100117581
            弁理士　二宮　克也
(74)代理人  100117710
            弁理士　原田　智雄
(74)代理人  100121728
            弁理士　井関　勝守
(74)代理人  100124671
            弁理士　関　啓
(74)代理人  100131060
            弁理士　杉浦　靖也
(72)発明者  西村　博幸
            広島県安芸郡府中町新地３番１号　マツダ株式会社内
(72)発明者  屋敷　絵理子
            広島県安芸郡府中町新地３番１号　マツダ株式会社内

    審査官  倉橋　紀夫

(56)参考文献  特開２００２－３０３１６６（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－３００９６２（ＪＰ，Ａ）
              特開２００３－０３５１３１（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－３３６５３０（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－０６４８８９（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－０８１９８７（ＪＰ，Ａ）
              特開２００２－０３８９２６（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              F02D  45/00
              B01D  53/86
              F01N   3/02
              F01N   3/36
              F02D  41/04


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

